
価値創造プロセス

外部環境の変化
メガトレンド 各種ディスクロージャー
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財務・非財務の
相補的な取り組みによる
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事業と直結したサステナブル経営

サプライチェーン一貫の
ビジネスモデル

全てのステークホルダーへの
還元とフィードバック
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中期経営計画
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CO2削減目標
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ステークホルダー マテリアリティ 戦略と目標 Input

連結売上高

1兆2,579億円
連結経常利益

1,185億円

Output

Outcome

ステーク
ホルダーとの
エンゲージ
メントによる
マテリアリティの

特定

マテリアリティから
バックキャストした
戦略と目標の策定

戦略と目標に
裏打ちされた
資本の投下・
蓄積・管理

● 人財開発
● 人権の尊重
● DX
● コーポレート・ガバナンス
● 気候変動対応
● 地域環境の保全
● 地域社会との共生
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経営層のコミットメント
社長メッセージ／社外取締役スモール

役員報酬／スキルマトリクス

エネルギー安定供給と
気候変動対応の両立

Output/Outcomeを
踏まえた

社内各組織での
フィードバック
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価値創造プロセス

Input

 総取水量*1 612億m3

 石炭消費量*2*3 

 1,276万t
 水力発電所 61地点
 風力発電所 24地点

O
utcom

e

 温室効果ガス排出量*4*5

 5,784万t-CO₂
 SOx排出量 0.7 万t
 NOx排出量 1.9 万t
 維持流量による
河川環境の保全

 生活基盤を支える
電力の提供

 持続可能な
サプライチェーンの構築

  化石電源のゼロエミッショ
ン化に向けた技術開発に
よる持続可能な社会への
貢献

 国内保有特許数 170件

  安全かつ健康で働きがい
のある職場環境の提供

 人間ドック受診率 91.6%
 育児休業取得率
男性 100%、女性 100%

  低廉で安定的な電力を供
給できる設備

 安定的・継続的な株主還元
 連結配当性向 23.5%
 上場以来減配無し

 事業展開国 8カ国
 子会社 76社
 関係会社 104社

 研究開発費 77億円
 研究所 2拠点
 国内保有特許数 170件

  連結従業員数 7,083人 
うち海外事業従事者数

 638人
  電気主任技術者第1種
 124人
 原子炉主任技術者 20人
 エネルギー管理士 419人
 ダム水路主任技術者 108人

 営業運転中の発電設備
国内 1,807万kW
うち再生可能エネルギー

 917万kW
海外 771万kW
うち再生可能エネルギー

 82万kW

 株主資本 1兆382億円
 有利子負債 
 1兆8,670億円
 連結自己資本比率
 35.0%

グローバルな事業展開を通して、各地の特性・ニーズに応
じた発電設備の開発・運営を実施しています。また発電設備
の立地する地域社会との信頼関係が、当社の持続可能な成長
を担保しています。

グローバルかつローカルな事業展開

バランスの取れた電源構成とサプライチェーン一貫のビ
ジネスモデルは、専門・バックグラウンドの異なる多様な人
財と、先進的な技術開発への取り組みにより支えられてい
ます。

幅広い事業領域を支える人財と技術

幅広い事業ポートフォリオと健全な財務ポートフォリオ
が、長期で安定した株主還元の実現と、時代のニーズに合わ
せたトランジションを可能にする強固な事業基盤を形成して
います。

外部環境の変化に対応可能な強固な事業基盤

強みのある資本

強み ❶ 強み ❷ 強み ❸

自然資本 社会・関係資本 知的資本 知的資本 人的資本 製造資本 製造資本 財務資本

*1 J-POWERおよび電気事業・電力周辺関連事業等を対象として、営業運転している海外を含む連結子会社を集計　*2  J-POWERおよび電気事業・電力周辺関連事業等を対象として、営業運転している海外を含む連結子会社を集計（連結子会社は出資比率を考慮）　
*3 乾炭28MJ/kg換算　*4  J-POWERおよび電気事業・電力周辺関連事業等の国内連結子会社および持分法適用会社を集計（連結子会社および持分法適用会社は出資比率を考慮）　*5  Scope 1+2+3計

知的資本自然資本 人的資本社会・関係資本 製造資本 財務資本
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